
 

第 127 回伊達市災害対策本部会議 

平成 24 年 5 月 22 日（火） 

10 時 00 分～10 時 50 分 

保原庁舎 2 階応接室 

 

1 放射能対策関係 

（1）宅地等除染業務の発注について 

 

 

 

 

（2）除染推進センターだよりの発行について 

 

 

 

 

2 平成 24 年度福島県土砂災害防災訓練の実施について 

 

 

 

 

 

3 その他（別紙参照） 

（1）第 265・第 266 回福島県災害対策本部会議の概要について 

 

 

 

（2）災害対策号（第 58 号）について 

 

 

 

 

 

 

 

次回  6/12（火）  10 時 ～ 

    6/12（火）  17 時 ～ 



 

第 127 回本部会議の概要について 

 

1 実施日時等 

平成 24 年 5 月 22 日（火） 10:00～10:50 

2 内容 

1 放射能対策関係 

（1）宅地等除染業務の発注について 

市民生活部長が資料により説明した。 

住宅等生活圏の除染については、放射線量の高低に応じて 3 つのエリアに分けて行う方針であ

る。優先的に除染を進める「A エリア」について、過日発注したため報告する。 

添付地図上白抜き文字で示した地区（保原町富成、柱沢、霊山町掛田、小国、霊山・月舘東部

地区）が、このたび発注した「A エリア」である。委託金額合計は 149 億円であり、エリア内

の住宅約 2,500 世帯、公共施設約 40 施設、市道約 180km の除染を実施する。平成 24 年 5 月

18 日付締結、平成 25 年 3 月 15 日までの委託期間である。 

業務内容としては、放射線測定に始まり、家屋、道路、宅地に隣接した森林の除染、除去物の

収納・運搬、仮置場での保管である。 

受注者との間で作業実施計画を調整中であるため、調整が整い次第、地元説明会を開催したい

と考えている。このことについては、別途、本部会議にも報告したい。 

なお、地図上、黄色囲みが「B エリア」、その他が「C エリア」である。B 及び C エリアにつ

いては、モニタリングをまず実施、その後発注としたい。 

詳細が決定次第、こちらについても本部会議の場において報告したいと考えている。 

 

（市長） 

今災害対策号には、A エリアの除染開始について触れた。更に 2p には、より詳しい除染の開

始について掲載している。その中で、C エリアの対象戸数が約 15,600 戸であること、更には

国が除染実施区域としている年間１ミリシーベルト（0.23μSv/h）以上の場所を対象とすると、

具体的に掲載したが、どうであろうか。このようなことについて、具体的に掲載する時期に差

し掛かっていると考える。 

 

（放射能対策課長） 

国の除染ガイドラインによれば、長期的目標が年間 1mSv である。年間 1mSv 以下でもスポッ

ト的に除染を実施する必要があるのかどうかという問題が出てくると考えられるので、こうし

た発信は必要であろうと考えている。 

 

（市長） 

更にもう一歩進むと、目安の空間線量が 0.23μSv/h でなくても良いのではという話が出る。

本当に年間 1mSv になるかということになると、実際には、放射線量がある程度高い地域にお

いても、積算線量が 1mSv に達しないという推計が出来る。 

0.23μSv/h は、国が一定の算式によって算出したものであるから、一般的には、0.23μSv/h

の地域で生活を普通にしていれば、年間 1mSv に達するであろうというものである。 

 



 

ところが、線量 0.23μSv/h では、積算線量が年間 1mSv には達しない。倍の 0.46μSv/h でも

年間 1mSv に達しないのではないか、あるいは、0.3 または 0.4μSv/h でも年間 1mSv に及ば

ないレベルの積算線量を達成できるのではないかという議論がある。あくまで現時点では推測

であるが。 

 

国が公式に計算した 0.23μSv/h という基準は、年間 1mSv を上回ることは考えられないとい

う、「年間 1mSv を確実に下回るひとつの基準である」ということ。この 0.23μSv/h という値

を、あえて言う必要があると私は考えている。 

 

（副市長） 

専門家からすると、0.2～0.3μSv/h の地域の除染を実施し、線量を下げることは、非常に難し

いとの話である。当面の目標として年間 5mSv 未満という基準がある中で、0.23μSv/h（年間

1mSv）という数値を出してしまえば、実際に除染を行っていく上で困難をきたすのではない

かと考える。 

 

（市長） 

何らかのかたちで「C エリア」の除染をどうするのかという議論が必要である。これまでの言

い方としては、ミニホットスポットを除去すれば良いとのことだが、その基準は具体的にない。

田中先生によれば、年間 5mSv でも健康上には問題ないとのこと。ただし、国は 1mSv を目指

すとのことなので、その乖離をどう表現・対応するか、難しい。 

災害対策号の表現は、捉え方によっては、0.23μSv/h 以上は除染を実施するという意味に取れ

る。 

0.3μSv/h のところを除染した際に効果はあるのか。 

 

（市民生活部次長） 

1m 高さで平均的な線量が 3.0μSv/h のところを 0.23μSv/h にするのは非常に困難である。そ

うした場合は、ところどころにホットスポットがあるから、それを除去するという対応をした

いと現場は思っている。0.30μSv/h から 0.23μSv/h に下げるのはほとんどできない。説明を

させていただいて、ホットスポットを取りましょうという進め方をしたい。全面的に除染を行

わなくても、ホットスポットを除去してもらったという安心感を持ってもらえることが大切で

ある。数字にこだわらず、安心感を持ってもらえるということ。 

0.23μSv/h という値については、広く知られているであろうから、掲載については大丈夫であ

ろうかと思われる。 

 

（市長） 

「国が除染の目標としている年間 1mSv を目安とします」とか、やわらかい努力目標的な表現

で表せれば良いであろう。「対象としない」とか、明確な線引きをした表現で表すことはなか

なか難しい内容であると考えられる。 

（市民生活部次長） 

「ただし」で始まっている表現を改善し、「目安である」という表現ではどうか。 

 



 

（市長） 

表現について議論が出たが、Cエリアの除染については更に進めていくという方針であるから、

対象戸数等についても広報することとしたい。 

宅地等の除染に関する当面の考え方が打ち出されたということだと理解してほしい。 

 

 

（2）除染推進センターだよりの発行について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

以前から「斬新なセンターだより」という意見をいただいており、それに沿うよう調製した。

富成小学校における除染作業風景の写真や除染による放射線量の変化を掲載した。今後もこう

したお知らせをしていきたいと考えている。なお、裏面には農産物のモニタリングを掲載して

いる。 

 

（市長） 

この形式でよろしいかと思う。作業風景を多く掲載するのは分かりやすくて良い。資料内容を

踏まえれば、富成地区のような場合はより広範囲な除染を行わなければ、現在よりは下がらな

いということであろう。農産物のモニタリングについては、「検出されず」をハイフンで表示

するとか、より視覚に訴え、わかりやすい表記ができればより良い。Bq/kg 等の単位も表示す

ること。 

（放射能対策課長） 

基準値を超えた検体については、網掛けをする等により、より分かりやすい表記となるよう調

製したい。 

（市民生活部長） 

推進センターだよりには、放射能対策に係る市民レベルの活動を掲載していきたいと考えてい

るため、PTA や町内会独自の活動があれば、情報提供願いたい。 

 

 

2 平成 24 年度福島県土砂災害防災訓練の実施について 

環境防災課長が資料により説明した。 

6 月が土砂災害防止月間であることを踏まえ、全国統一土砂災害防災訓練として住民避難訓練

及び情報伝達訓練を実施するものである。住民避難訓練を含んだ訓練実施日は、全国統一の平

成 24 年 6 月 3 日（日）。福島県県北地区では、伊達市霊山町大石地区を会場として実施する。

土砂災害警戒区域に指定されている住民の避難訓練を中心に実施し、訓練参加により住民の防

災意識啓発を目的とするものである。 

 

 

 

3 その他（別紙参照） 

（1）第 265・266 回福島県災害対策本部会議の概要について 

市民生活部長が資料により説明した。 

 



 

（2）災害対策号（第 58 号）について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

 

（市長） 

災害対策号 4p 掲載の「県による伊達市産農産物のモニタリング調査結果」とは何か。 

（産業部長） 

福島県で実施している出荷用の農産物に係るモニタリング結果の公表である。 

（市長） 

放射性セシウムの検出結果は134と137の合計値を掲載するとか、数値の掲載方法等も含めて、

市民が分かりやすい・理解しやすい掲載を願いたい。 

 

（副市長） 

例えば、市で自家用として検査したウルイと県で出荷用として検査したウルイでは、若干検査

結果が異なる。とすると、市民側としては非常に混乱することが考えられるから、自家用とし

て持込みされた農産物の検査と県で出荷用に検査をした農産物であるということをしっかり

明記しておくことが必要であろう。 

（市長） 

市民が読んで分かるような、市民側の視点で広報を作成してほしい。調査結果を踏まえたコメ

ントを掲載できると良い。 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24 年 6 月 12 日（火） 10：00～  （下記赤字の時刻に変更） 

平成 24 年 6 月 12 日（火） 17 時 00 分～ 

本庁舎 2 階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


